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■
子
ど
も
医
療
費
助
成 

県
は
就
学
前
ま
で
…

　

子
ど
も
の
医
療
費
を
無
料
に
す
る
制
度

が
全
国
に
広
が
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

埼
玉
県
は
入
院
・
通
院
と
も
就
学
前
の
子

ど
も
に
し
か
助
成
し
て
い
ま
せ
ん
。
埼
玉

県
内
の
市
町
村
は
、
県
に
頼
ら
ず
独
自
の

予
算
で
、
中
学
校
卒
業
ま
で
や
18
歳
ま
で

対
象
年
齢
を
拡
大
し
て
い
ま
す
。

　

医
療
費
の
支
払
い
方
法
に
は
、
医
療
機

関
の
窓
口
で
い
っ
た
ん
自
己
負
担
分
を
支

払
っ
た
の
ち
、
市
役
所
で
の
手
続
き
後
自

己
負
担
分
を
振
り
込
み
な
ど
で
受
け
取
る

「
償
還
払
い
」
と
、
医
療
機
関
の
窓
口
で

全
額
無
料
に
な
る
「
現
物
支
給
」
が
あ
り

ま
す
。埼
玉
県
は
償
還
払
い
制
度
で
す
が
、

全
市
町
村
独
自
に
窓
口
無
料
と
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
居
住
地
の
医
療
機
関
を
受

診
す
れ
ば
窓
口
払
い
は
無
料
で
す
が
、
他

の
市
町
村
の
医
療
機
関
を
受
診
す
る
と
、

「
償
還
払
い
」
と
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

子
ど
も
の
医
療
機
関
が
少
な
い
町
村
部
で

は
、
都
市
部
よ
り
不
便
に
な
り
ま
す
。

　

小
学
生
以
上
は
補
助
し
な
い
、
窓
口
無

料
制
度
も
支
援
し
な
い
な
ど
県
の
制
度
が

不
十
分
な
中
で
、
市
町
村
は
市
民
の
声
に

押
さ
れ
て
独
自
に
市
町
村
費
を
投
入
し
て

い
ま
す
。
新
座
市
の
場
合
、
２
０
１
６

年
度
、
約
６
億
４
６
２
５
万
円
の
子
ど

も
医
療
助
成
費
に
対
し
て
県
の
助
成
は

７
９
３
０
万
円
の
み
で
し
た
。

　

埼
玉
県
が
対
象
年
齢
を
拡
大
す
る
な
ど

制
度
を
前
進
さ
せ
れ
ば
、
多
く
の
市
町
村

が
18
歳
ま
で
無
料
化
で
き
ま
す
。

■
県
独
自
の 

給
付
制
奨
学
金
の
創
設
を

　

70
年
代
半
ば
以
降
、
授
業
料
の
値
上
げ

が
繰
り
返
さ
れ
、
日
本
の
大
学
の
学
費
は

世
界
で
最
も
高
い
レ
ベ
ル
に
な
っ
て
し
ま

い
ま
し
た
。
一
方
、
家
計
収
入
は
90
年
代

子ども医療費、高校・大学学費、
給食費、子育て負担軽減を

子育て・教育応援で若い世代に愛される街へ
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以
降
減
少
を
続
け
、
大
学
に
行
く
た
め
に

奨
学
金
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
人
が
増
え

て
い
ま
す
。
今
や
、
大
学
生
（
昼
間
）
の

約
50
％
が
何
ら
か
の
奨
学
金
を
借
り
る
ま

で
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

諸
外
国
で
は
奨
学
金
の
相
当
部
分
が
給

付
型
で
あ
る
の
に
対
し
、
日
本
は
ほ
と
ん

ど
返
済
が
必
要
な
貸
与
（
ロ
ー
ン
）
で
す
。

一
部
給
付
制
の
奨
学
金
も
創
設
さ
れ
ま
し

た
が
、
対
象
と
な
る
人
数
も
給
付
額
も
非

常
に
限
ら
れ
て
い
て
、
根
本
的
な
解
決
に

は
至
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、地
方
の
自
治
体
や
企
業
単
位
で
、

労
働
力
確
保
の
た
め
、
一
定
の
要
件
付
き

で
奨
学
金
の
免
除
制
度（
一
定
金
額
給
付
）

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
埼
玉
県
で
も
、

医
師
や
看
護
師
な
ど
の
医
療
系
職
種
に
対

す
る
免
除
制
度
は
あ
り
ま
す
が
、
県
内
の

労
働
力
確
保
と
し
て
は
不
十
分
で
す
。

　

埼
玉
県
独
自
の
奨
学
金
免
除
制
度
を
創

設
し
、
国
に
対
し
て
も
給
付
制
奨
学
金
の

拡
充
を
求
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

■子ども医療費無料化の状況

通院 入院

茨城県 中学 3 年生 中学 3 年生

栃木県 小学 6 年生 小学 6 年生

群馬県 中学 3 年生 中学 3 年生

埼玉県 就学前 就学前

千葉県 小学 3 年生 中学 3 年生

東京都 中学 3 年生 中学 3 年生

神奈川県 就学前 中学 3 年生

※ 2018 年 4 月

■乳幼児医療費助成事業県内実施状況一覧（2018年 4月1日現在）

入
院

18歳年度末

【17】熊谷、深谷、鴻巣（保護者の扶養の者）、朝霞、志木（保
護者の扶養の者）、新座、桶川、白岡、伊奈（義務教育終了
後の児童は保護者扶養等の者）、越生、滑川、長瀞（保護者
の扶養の者）、横瀬、皆野、小鹿野、東秩父、寄居

15歳年度末

【46】さいたま、川越、川口、行田、秩父、所沢、飯能、加須、
本庄、東松山、春日部、狭山、羽生、上尾、草加、越谷、蕨、
戸田、入間、和光、久喜、北本、八潮、富士見、三郷、蓮田、
坂戸、幸手、鶴ヶ島、吉川、ふじみ野、三芳、毛呂山、嵐
山、小川、川島、吉見、鳩山、ときがわ、美里、神川、上里、
宮代、杉戸、松伏、日高
※日高 :15 歳年度末を超え中学校等に在学する者を含む

就学前 【0】

通
院

18歳年度末
【14】熊谷、深谷、新座、桶川、白岡、伊奈（義務教育終
了後の児童は保護者扶養等の者）、越生、滑川、長瀞（保護
者の扶養の者）、横瀬、皆野、小鹿野、東秩父、寄居

一部18歳年度末【1】鴻巣（高佼生等までの子供を 3 人以上養育している多
子世帯の保護者扶養の者）

15歳年度末

【48】さいたま、川越、川口、行田、秩父、所沢、飯能、加須、
本庄、東松山、春日部、狭山、羽生、上尾、草加、越谷、蕨、
戸田、入間、朝霞、志木、和光、久喜、北本、八潮、富士見、
三郷、蓮田、坂戸、幸手、鶴ヶ島、吉川、ふじみ野、三芳、
毛呂山、嵐山、小川、川島、吉見、鳩山、ときがわ、美里、
神川、上里、宮代、杉戸、松伏、日高
※日高 :15 歳年度末を超え中学校等に在学する者を含む

就学前 【0】

■都道府県別自治体奨学金調査一覧（2017年度）
自治体数 奨学金有 ％ 準備金有 ％

埼玉県 63 8 12.7 0 0.0

千葉県 54 8 14.8 2 3.7

東京都 62 11 17.7 4 6.5

神奈川県 33 15 45.5 3 9.1

（資料：全日本教職員組合）



4

■
少
人
数
学
級
の 

さ
ら
な
る
前
進
を

　
「
全
学
年
で
少
人
数
学
級
を
実
施
し
て

ほ
し
い
」
と
い
う
保
護
者
の
願
い
が
あ
り

ま
す
。

　

山
形
県
で
は
、
２
０
０
２
年
か
ら
少
人

数
学
級
を
導
入
、
小
学
校
１
～
３
年
か
ら

ス
タ
ー
ト
し
、
２
０
１
１
年
か
ら
は
中
学

３
年
ま
で
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。
実
施
後
、

山
形
県
の
小
学
校
学
力
偏
差
値
は
上
昇

し
、
導
入
前
は
全
国
平
均
程
度
で
あ
っ
た

不
登
校
児
童
の
発
生
率
は
、
平
均
を
大
き

く
下
回
る
０
・
24
％
ま
で
下
が
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
秋
田
県
で
は
少
人
数
学
級
と
少

人
数
授
業
を
軸
と
し
た
少
人
数
学
習
推
進

事
業
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
い
ず
れ
の
県

で
も
、
少
人
数
学
級
の
導
入
と
そ
の
特
性

を
生
か
し
た
指
導
の
工
夫
に
よ
り
学
力
向

上
と
欠
席
率
の
低
下
な
ど
の
効
果
が
あ
り

ま
す
。

■
埼
玉
県
で
の
少
人
数
学
級
の 

現
状
は
？

　

行
田
市
で
は
、
２
０
０
６
年
度
に
は
中

学
校
３
年
生
へ
少
人
数
学
級
を
拡
大
し
ま

し
た
。
中
学
校
全
体
に
少
人
数
学
級
が
導

入
さ
れ
た
の
は
全
国
で
初
め
て
の
こ
と
で

す
。
２
０
１
５
年
度
か
ら
は
、
小
中
学
校

全
学
年
で
少
人
数
学
級
を
実
施
し
て
い
ま

す
。

　

埼
玉
県
で
は
現
在
、
小
学
校
１
・
２
年

生
と
中
学
１
年
生
で
の
少
人
数
学
級
の
導

入
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
県
内
、
ど
の

自
治
体
で
も
生
徒
が
抱
え
る
課
題
は
学
年

が
変
わ
っ
て
も
存
在
し
て
お
り
、
各
市
町

村
の
努
力
で
は
な
く
、
県
の
制
度
と
し
て

す
べ
て
の
学
年
で
の
少
人
数
学
級
の
導
入

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

■
学
校
給
食
無
償
化 

市
町
村
に
県
の
補
助
を

　

小
中
学
校
の
給
食
費
の
全
額
ま
た
は

一
部
を
補
助
し
て
い
る
自
治
体
は
全
国

４
１
７
市
町
村
（
約
24
％
・
２
０
１
７
年

度
）
と
増
え
、「
義
務
教
育
は
無
償
」
の

原
則
か
ら
首
長
の
決
断
で
始
ま
る
自
治
体

が
増
え
て
い
ま
す
。
埼
玉
県
内
で
も
15
市

町
村
が
補
助
し
、
滑
川
町
は
町
長
が
子
育

て
№
１
を
宣
言
し
、
２
０
１
１
年
か
ら
幼

稚
園
、
保
育
園
、
小
中
学
校
の
児
童
生
徒

す
べ
て
の
給
食
費
を
無
料
化
。
若
い
世
帯

が
転
入
し
合
計
特
殊
出
生
率
は
１
・
82
と

高
く
、
出
生
率
県
内
一
位
を
15
年
間
で
９

回
も
獲
得
し
て
い
ま
す
。
経
費
は
約
１
億

円
で
す
が
、町
が
活
性
化
し
た
と
の
こ
と
。

小
鹿
野
町
も
２
０
１
５
年
度
か
ら
、
小
中

学
校
で
の
無
償
化
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
上
田
知
事
は
、「
給
食
費
無

償
化
は
本
来
、
国
・
県
、
市
町
村
で
や
る

べ
き
こ
と
」
と
し
て
、
無
償
化
を
実
施
し

て
い
る
自
治
体
に
県
か
ら
補
助
し
て
も
ら

い
た
い
と
の
要
望
に
対
し
て
、
学
校
給
食

法
を
持
ち
出
し
、
給
食
で
使
う
食
材
に
か

か
る
費
用
は
受
益
者
負
担
と
の
認
識
か
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ら
、
給
食
費
の
無
償
化
に
つ
い
て
は
市
町

村
が
そ
れ
ぞ
れ
の
判
断
で
行
わ
れ
る
の
が

望
ま
し
い
と
答
え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
社
会
全
体
で
子
育
て
を
支
援
し

て
い
く
と
い
う
考
え
の
も
と
、
学
校
給
食

を
全
面
的
に
無
償
化
す
る
と
い
う
考
え
方

は
決
し
て
間
違
い
で
は
な
い
と
し
つ
つ
、

国
レ
ベ
ル
で
、
き
ち
っ
と
し
た
議
論
が
必

要
と
、「
国
が
や
ら
な
い
こ
と
は
県
も
や

ら
な
い
」
と
い
う
姿
勢
で
す
。

■
生
徒
１
人
当
た
り
の
教
育
費
は

　

埼
玉
県
の
小
学
生
１
人
当
た
り
の
教
育

費
は
約
75
万
円
で
、
全
国
最
下
位
で
す
。

中
学
校
・
高
校
も
同
様
に
全
国
下
位
で
す
。

一
方
、
全
国
１
位
の
高
知
県
は
小
学
生
１

人
当
た
り
約
１
３
４
万
円
と
、
埼
玉
県
と

は
桁
違
い
で
す
。

■少人数学級の実施状況（2017年度）

■学校給食費の無償化を実施している関東圏の市町村
（2017年度）

都道府県 市町村名 開始年度
茨城県 大子町 2017 年
栃木県 大田原市 2012 年

群馬県

渋川市 2017 年
みどり市 2017 年
上野村 2011 年
神流町 2011 年
南牧村 2010 年
嬬恋村 2016 年
草津町 2017 年
板倉町 2017 年

埼玉県
滑川町 2011 年

小鹿野町 2015 年
千葉県 神崎町 2017 年

東京都
利島村 2015 年

御蔵島村 1976 年

■学校種別児童・生徒 1 人当たりの教育費の推移

会計年度 小学校 中学校 高校（全日制）

全国順位 金額（円） 全国順位 金額（円） 全国順位 金額（円）

24 45 751,274 44 873,389 43 966,049

25 46 752,638 42 897,067 44 917,089

26 47 741,301 44 895,393 44 979,150

27 46 757,382 44 894,213 46 1,010,468

28 47 753,846 45 899,561 43 1,061,530

小学 3 年
実施状況

中学 2 年
実施状況

埼　玉 40 人 40 人
東　京 35 人 40 人
千　葉 （40 人） （38 人）
神奈川 （35 人） （35 人）
秋　田 30 人程度 30 人程度
福　島 30 人程度 30 人程度
愛　媛 35 人 35 人
鳥　取 35 人 35 人

実施状況…各都道府県が独自に実施している少人数
学級の実施状況。（数字）は（数字）での実施が可
能だが、少人数指導などとの選択制、または一部で
の実施に限られる（資料：全日本教職員組合）
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保
育
所
待
機
児
童
数
は
、
母
親
が
育
休

中
は
数
え
な
い
な
ど
算
定
方
式
を
変
え
た

こ
と
で
、
一
時
期
１
０
０
０
人
を
切
り
ま

し
た
が
、
再
び
増
加
し
た
こ
と
と
、
算
定

方
式
を
戻
し
た
こ
と
で
、
２
０
１
８
年
４

月
に
は
１
５
０
０
人
と
10
年
間
で
最
高
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
待
機
児
童
数
は

２
０
１
７
年
度
約
１
７
０
０
人
で
す
が
、

多
く
の
自
治
体
が
定
員
を
は
る
か
に
超
え

て
児
童
を
受
け
入
れ
て
い
る
た
め
こ
の
数

で
収
ま
っ
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

■「
福
祉
施
設
職
員
の 

処
遇
改
善
費
」
を
廃
止

　

保
育
所
増
設
の
一
番
の
障
害
は
保
育
士

確
保
で
す
。
埼
玉
県
の
保
育
士
の
給
与
月

額
は
東
京
都
よ
り
４
万
円
低
い
た
め
、
東

京
都
に
保
育
士
が
流
れ
る
傾
向
が
あ
り
ま

す
。

　

上
田
知
事
就
任
直
後
、
埼
玉
県
は
保
育

士
な
ど
の
給
与
上
乗
せ
制
度
で
あ
る
「
民

間
社
会
福
祉
職
員
処
遇
改
善
費
」
を
廃
止

し
ま
し
た
。
こ
の
復
活
が
求
め
ら
れ
る
と

と
も
に
、
住
宅
支
援
な
ど
福
利
厚
生
の
充

実
が
必
要
で
す
。処
遇
改
善
費
の
復
活
は
、

保
育
士
分
だ
け
で
は
年
間
９
億
円
程
度
で

す
。
県
財
政
で
も
十
分
可
能
で
す
。

　

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
は
、
狭
い
施
設
に

子
ど
も
を
詰
め
込
ん
で
い
ま
す
。
児
童
一

人
あ
た
り
１
・
65
㎡
以
上
の
広
さ
が
保
た

れ
て
い
る
市
町
村
は
28
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

所
沢
市
は
17
・
６
％
、
越
谷
市
は
21
・
７
％

の
ク
ラ
ブ
し
か
適
合
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

常
勤
支
援
員
を
複
数
配
置
し
て
い
る
市

町
村
は
17
で
す
。
秩
父
市
、
三
郷
市
な
ど

は
１
施
設
も
常
勤
複
数
配
置
が
で
き
て
い

ま
せ
ん
。
運
営
費
を
引
き
上
げ
、
支
援
員

の
処
遇
を
改
善
す
べ
き
で
す
。

■
児
童
相
談
所
の
体
制
強
化
を

　

保
護
者
の
い
な
い
児
童
や
被
虐
待
児
を

援
助
す
る
児
童
相
談
所
は
県
内
６
か
所
で

す
が
、
近
年
相
談
件
数
が
激
増
し
て
い
ま

保育所増設で待機児ゼロへ
児童虐待防止のために

子育て・教育応援で若い世代に愛される街へ
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す
。
し
か
し
、
職
員
数
は
42
人
し
か
増
え

て
い
ま
せ
ん
。
一
時
保
護
所
は
、
緊
急
な

保
護
が
必
要
な
児
童
の
施
設
で
す
が
、
い

つ
で
も
ほ
ぼ
定
員
い
っ
ぱ
い
で
、
定
員
以

上
に
詰
め
込
ま
れ
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

県
内
４
か
所
に
あ
る
一
時
保
護
所
を
残
る

２
か
所
の
児
童
相
談
所
に
も
つ
く
る
べ
き

で
す
。

件数

5000

10000

15000

20000

25000

100

200

300

400

500

２
０
１
４
年

２
０
１
５
年

２
０
１
６
年

２
０
１
７
年

２
０
１
８
年

（件）

人数

（人）

■児童相談所の相談件数
　職員・専門職員の推移

■保育所待機児童数の推移

500

1000

1500

（人）

２
０
０
９
年

２
０
１
０
年

２
０
１
１
年

２
０
１
２
年

２
０
１
３
年

２
０
１
４
年

２
０
１
５
年

２
０
１
６
年

２
０
１
７
年

２
０
１
８
年

■放課後児童クラブ運営基準適合状況（率）
（2017年度）

児童1人あたり、1.65㎡以上の広さが確保されているとこ
ろの比率

全クラブ数
（A）

適合するクラブ数
（B） （B/A）

所沢市 51 9 17.6％
深谷市 62 30 48.4％
越谷市 60 13 21.7％
新座市 23 6 26.1％
北本市 12 4 33.3％

鶴ヶ島市 21 5 23.8％
寄居町 7 3 42.9％

■常勤指導員の複数配置（率）（2017年度）
常勤職員を複数配置

全クラブ数
（A）

適合するクラブ数
（B） （B/A）

川口市 126 38 30.2％
狭山市 37 0 0.0％
蕨市 21 2 9.5％

戸田市 37 11 29.7％
志木市 26 11 42.3％
和光市 23 7 30.4％
八潮市 13 4 30.8％
三郷市 29 7 24.1％
坂戸市 21 10 47.6％

鶴ヶ島市 21 10 47.6％
ふじみ野市 33 10 30.3％

白岡市 9 0 0.0％
伊奈町 13 0 0.0％
越生町 3 0 0.0％
小川町 8 3 37.5％
横瀬町 2 0 0.0％
皆野町 5 0 0.0％
杉戸町 7 0 0.0％

クラブ数

（ヵ所）

待機児童数

（人）

2014 年 1142 865

2015 年 1368 1827

2016 年 1506 1846

2017 年 1612 1691

■放課後児童クラブ待機児童数の推移
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■
利
水
上
も
治
水
上
も 

不
要
不
急
の
ダ
ム

　

省
エ
ネ
家
電
の
普
及
な
ど
の
中
で
、
水

道
の
需
要
が
激
減
し
て
い
ま
す
。し
か
し
、

国
と
一
体
に
埼
玉
県
は
「
水
資
源
開
発
事

業
」
＝
大
型
ダ
ム
建
設
に
巨
額
の
費
用
を

費
や
し
て
き
ま
し
た
。

　

八
ッ
場
ダ
ム
（
群
馬
県
）
は
、
総

額
５
３
２
０
億
円
（
う
ち
県
負
担
が

１
１
０
０
億
円
）
２
０
１
７
年
度
水
道

会
計
だ
け
で
58
億
円
も
の
決
算
額
で
し

た
。
こ
れ
ら
は
企
業
債
が
財
源
で
す
が
、

２
０
２
０
年
完
成
後
は
、
水
道
会
計
か
ら

年
間
20
億
円
償
還
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
水
道
料
金
の
引
き
上
げ
が
懸

念
さ
れ
ま
す
。

　

埼
玉
県
の
水
害
防
止
の
役
割
が
強
調
さ

れ
て
い
ま
す
が
、
群
馬
県
八
斗
島
の
基
準

点
の
水
位
を
約
14
セ
ン
チ
引
き
下
げ
る
役

割
し
か
持
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
民
主
党
政
権
よ
り
ス
ト
ッ
プ
し

て
い
た
思
川
開
発
事
業
（
栃
木
県
）
も
再

開
さ
れ
ま
し
た
。
南
摩
川
と
い
う
小
さ
な

川
に
ダ
ム
を
建
設
し
、
近
隣
の
川
か
ら
地

下
ト
ン
ネ
ル
で
水
を
引
く
と
い
う
大
規
模

事
業
で
す
。
総
額
１
８
５
０
億
円
（
う
ち

県
負
担
１
７
０
億
円
）
で
す
。

■
治
水
を
目
的
と
し
た 

大
型
調
整
池
計
画

　

荒
川
の
河
川
敷
に
あ
る
荒
川
第
１
調
節

池
（『
彩
湖
』
を
含
む
）
の
上
流
に
第
２

か
ら
第
４
の
調
節
池
を
約
２
５
０
０
億

円
（
う
ち
県
負
担
１
３
０
億
円
）
で
建

設
す
る
計
画
が
進
ん
で
い
ま
す
（
第
２
、

第
３
は
２
０
３
０
年
完
成
予
定
）。
第
１

調
整
池
に
水
が
入
っ
た
の
は
２
０
０
７

年
の
み
で
、
そ
の
際
も
洪
水
調
節
容
量

３
９
０
０
万
㎥
に
対
し
３
万
㎥
に
す
ぎ
ま

せ
ん
。
こ
れ
以
上
必
要
で
し
ょ
う
か
？

　

こ
う
し
た
お
金
を
子
育
て
・
教
育
に
ふ

り
む
け
る
べ
き
で
す
。

大型開発優先の政治を転換し、
子育て・教育へ

子育て・教育応援で若い世代に愛される街へ
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■
埼
玉
県
立
小
児
医
療
セ
ン
タ
ー

も
通
常
の
３
倍
の
建
設
費

　

２
０
１
６
年
末
に
開
院
し
た
さ
い
た
ま

新
都
心
の
県
立
小
児
医
療
セ
ン
タ
ー
。
さ

い
た
ま
市
岩
槻
区
の
旧
セ
ン
タ
ー
を
患
者

家
族
の
反
対
を
押
し
切
っ
て
、
無
理
や
り

移
転
を
強
行
し
ま
し
た
。
新
都
心
の
Ｕ
Ｒ

機
構
の
土
地
を
１
０
０
億
円
で
購
入
し
た

こ
と
、
高
層
化
、
立
体
式
地
下
駐
車
場
に

よ
っ
て
、
通
常
３
０
０
床
規
模
の
病
院
の

建
設
が
１
５
０
億
円
程
度
で
あ
る
の
に
対

し
て
、
総
移
転
費
用
が
約
５
３
０
億
円
に

も
膨
れ
上
が
り
ま
し
た
。

２
０
０
７
年

２
０
０
８
年

２
０
０
９
年

２
０
１
０
年

２
０
１
１
年

２
０
１
２
年

２
０
１
３
年

２
０
１
４
年

２
０
１
５
年

２
０
１
６
年

0

630000

640000

650000

660000

670000 （千m/年）3

■給水実績の推移

■八ッ場ダム建設事業、霞ヶ浦導水事業、思川開発事業について
　これまでの事業費と県負担分　今後の見通し

■調整池の計画図

（単位：億円）

事業名 総事業費 実施済事業費
（2017 年度まで）

同左
県負担額

県負担額
今後の見通し

（2018 年度以降）

八ッ場ダム建設事業 5,320 約 4,579
約　971  

約 131（治水　約　181）
（利水　約　790）

霞ヶ浦導水事業 1,900 約 1,534 約　58 約 9（利水　約　58）

思川開発事業 1,850 約　931
約　84

約 85（治水　約　15）
（利水　約　69）

※注 1　思川開発事業は水資源機構が実施しており、利水者は 2016 年度から割賦払いににより負担。
2　県負担額のうち利水には、厚生労働省補助金を含む。
3　実施済事業費（2017 年度まで）は、清算前の金額であるため未確定である。

出典：埼玉の川を考える会発行チラシより
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埼
玉
県
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供

給
量
は
、
県
内
で
消
費
し
て
い
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
う
ち
の
約
１
％
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

５
カ
年
計
画
で
は
２
０
０
９
年
度
末
供
給

量
を
１
・
８
倍
の
５
６
０
０
Ｔ
Ｊ
に
す
る

と
い
う
目
標
を
持
っ
て
達
成
し
ま
し
た

が
、
そ
の
後
目
標
は
持
っ
て
い
ま
せ
ん
。

■
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で 

地
域
経
済
活
性
化
を

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
は
、
地

域
経
済
活
性
化
の
視
点
か
ら
も
地
球
温
暖

化
の
抑
制
の
視
点
か
ら
も
重
要
で
す
。

　

日
照
時
間
が
長
い
埼
玉
の
地
の
利
を
生

か
し
て
、
太
陽
光
発
電
を
さ
ら
に
推
進
し

ま
す
。
耕
作
地
で
あ
っ
て
も
、
パ
ネ
ル
の

日
陰
を
利
用
し
た
作
物
生
産
の
工
夫
な
ど

も
必
要
で
し
ょ
う
。

　

送
電
時
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ロ
ス
を
低
く
す

る
観
点
か
ら
も
発
電
設
備
は
、
地
域
密
着

型
の
比
較
的
小
規
模
な
も
の
が
増
え
て
い

ま
す
。
マ
イ
ク
ロ
火
力
発
電
や
、
太
陽
光

パ
ネ
ル
の
製
造
、
そ
れ
ら
イ
ン
フ
ラ
の
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
な
ど
、
関
連
す
る
製
造
業
の

需
要
が
期
待
さ
れ
ま
す
。
こ
う
し
た
企
業

誘
致
な
ど
を
行
う
こ
と
で
地
域
で
の
雇
用

も
増
え
ま
す
。

　

県
内
で
も
公
営
民
営
合
わ
せ
て
２
１
５

か
所
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備

が
稼
働
し
て
い
ま
す
。
日
高
市
に
あ
る
太

平
洋
セ
メ
ン
ト
で
は
49
・
５
Ｍ
ｗ
の
自
家

発
電
設
備
が
稼
働
し
て
い
ま
す
。
供
給
量

の
10
％
程
度
を
目
標
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
開
発
を
行
え
ば
、
地
域
経
済
の
活

性
化
に
つ
な
が
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

■
林
業
振
興
で
木
質
ペ
レ
ッ
ト 

発
電
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
を

　

地
球
温
暖
化
の
抑
制
：
木
質
ペ
レ
ッ
ト

に
よ
る
火
力
発
電
や
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
は

地
球
温
暖
化
の
抑
制
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　

埼
玉
県
の
森
林
面
積
は
12
万
１
２
６
０

ｈ
ａ
で
、
全
県
域
の
約
32
％
を
占
め
、
県

土
保
全
・
水
源
の
か
ん
養
・
保
健
休
養
な

再生可能エネルギーの拡充
エネルギーの地産地消を進める

地域の資源を生かし、農家や中小企業育成型の産業育成へ
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ど
貴
重
な
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
埼
玉
県
の
林
野
面
積
割
合
は
31
・
９

％
で
全
国
44
位
。
東
京
都
や
神
奈
川
県
よ

り
下
位
で
す
。
一
方
埼
玉
県
の
林
業
費
は

年
々
減
少
の
一
途
で
す
。
森
林
の
間
伐
促

進
で
保
全
を
図
り
、
木
質
ペ
レ
ッ
ト
の
供

給
を
促
進
し
ま
す
。

　

ま
た
、
森
林
資
源
の
保
全
と
有
効
活
用

の
た
め
に
、
助
成
制
度
な
ど
を
活
用
し
、

林
業
で
の
雇
用
を
創
出
し
ま
す
。
後
継
者

育
成
で
、
地
域
に
若
者
が
暮
ら
せ
る
よ
う

に
し
ま
す
。
こ
う
し
た
森
林
政
策
の
実
現

の
た
め
に
は
、
す
で
に
50
年
を
経
過
し
て

い
る
杉
や
ヒ
ノ
キ
を
建
築
資
材
と
し
て
、

流
通
さ
せ
る
こ
と
も
不
可
欠
で
す
。
長
い

間
、
安
価
な
輸
入
材
に
お
さ
れ
販
路
を
見

い
だ
せ
ず
に
縮
小
・
廃
業
に
追
い
込
ま
れ

て
き
た
県
内
林
業
を
再
生
さ
せ
る
大
き
な

一
歩
に
な
る
と
思
い
ま
す
。
木
材
流
通
を

生
産
の
川
上
か
ら
、
消
費
の
川
下
ま
で
の

整
備
と
併
せ
て
進
め
れ
ば
、
江
戸
時
代
か

ら
続
く
飯
能
の
「
西
川
材
」
も
、
よ
み
が

え
り
ま
す
。

■埼玉県内の発電所（事業者）数と出力

発電方式 公営 民営 合計 出力
（Mw）

火力
バイオ 14 4 18 150.4

その他 0 1 1 2

水力 5 16 21 69.2

太陽光 17 158 175 266.4

合計 36 179 215 488

出典：エレクトリカル・ジャパンから作成（2018 年 12 月）
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2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年 0
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300

農林水産業費 計
林業費

（億円） （億円）

林
業
費

農
林
水
産
業
費

■埼玉県の農林関係決算額の推移

■林野面積割合（2015年 2月）

単位 ％ 順位

埼玉県 31.9 44

千葉県 30.8 46

東京都 35.3 43

神奈川県 38.8 42
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０
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０
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年

■埼玉県の再生可能エネルギーの供給量
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埼
玉
県
は
、
県
内
産
業
の
振
興
と
雇
用

の
創
出
、
税
収
の
確
保
を
目
的
と
し
て
、

２
０
０
５
年
１
月
か
ら
企
業
誘
致
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。
２
０
１
８
年
、
立
地
件

数
が
累
計
１
０
０
０
件
を
超
え
た
と
県
は

報
告
し
て
い
ま
す
。
職
員
が
、
一
件
一
件

企
業
訪
問
を
し
て
誘
致
し
て
い
る
と
の
こ

と
で
す
が
、
産
業
立
地
促
進
補
助
制
度
な

ど
で
誘
致
企
業
へ
の
助
成
も
行
っ
て
い
ま

す
。

　

さ
い
た
ま
市
に
２
０
０
８
年
に
研
究
所

を
移
転
さ
せ
た
カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク
カ
ン
セ
イ

に
は
、
カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク
カ
ン
セ
イ
の
み
の

条
例
が
新
設
さ
れ
10
年
間
に
わ
た
っ
て

10
億
円
の
助
成
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

■
新
規
雇
用
５
人
で 

１
億
円
の
補
助

　

産
業
立
地
促
進
補
助
金
は
、
敷
地
面
積

が
１
０
０
０
㎡
以
上
、
工
場
等
の
建
築
面

積
が
５
０
０
㎡
以
上
で
埼
玉
県
内
に
移

転
す
る
場
合
、
不
動
産
取
得
税
相
当
分

を
上
限
１
億
円
ま
で
補
助
す
る
制
度
で

す
。
１
９
９
９
年
の
創
設
以
来
19
年
間
で

５
７
４
件
約
１
２
０
億
円
の
補
助
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
問
題
は
、
助
成
の
条
件
と
し

て
の
、
新
規
雇
用
創
出
数
は
５
人
に
過
ぎ

な
い
と
い
う
こ
と
で
す
。
し
た
が
っ
て
計

画
時
の
雇
用
創
出
目
標
が
２
万
２
千
人
で

あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
実
績
は
８
４
０
０

人
程
度
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。
し
か
も
、
創
出

雇
用
は
正
規
・
非
正
規
を
問
い
ま
せ
ん
。

８
４
０
０
人
も
半
分
は
パ
ー
ト
労
働
者
で

す
。
カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク
カ
ン
セ
イ
に
つ
い
て

は
雇
用
創
出
効
果
の
検
証
も
行
わ
れ
て
い

ま
せ
ん
。

■
２
億
円
の
補
助
受
け
取
り 

の
ち
工
場
閉
鎖

　

上
限
の
１
億
円
を
助
成
さ
れ
た
の
は
26

件
で
す
。
そ
の
う
ち
ホ
ン
ダ
技
研
小
川
工

場
と
寄
居
工
場
の
新
規
建
設
の
際
に
、
そ

れ
ぞ
れ
に
１
億
円
が
補
助
さ
れ
て
い
ま

す
。
と
こ
ろ
が
ホ
ン
ダ
は
狭
山
市
に
あ
る

大企業誘致型の雇用創出から
中小業者育成型へ転換

地域の資源を生かし、農家や中小企業育成型の産業育成へ
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工
場
を
２
０
２
１
年
ま
で
に
閉
鎖
す
る
と

発
表
し
ま
し
た
。
４
６
０
０
人
の
従
業
員

を
寄
居
に
異
動
さ
せ
る
方
針
で
す
が
、
全

員
の
雇
用
が
守
ら
れ
る
か
、
ホ
ン
ダ
は
明

言
を
し
て
い
ま
せ
ん
。
こ
れ
で
は
、
立
地

促
進
補
助
で
は
な
く
、
移
転
促
進
助
成
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

一
方
、
埼
玉
県
は
圏
央
道
鶴
ヶ
島
イ
ン

タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
至
近
に
あ
る
県
立
農
業

大
学
校
を
熊
谷
市
に
移
転
し
、
跡
地
を

90
億
円
で
基
盤
整
備
し
た
う
え
で
、
そ
の

一
部
を
Ｉ
Ｈ
Ｉ
（
旧
石
川
島
播
磨
重
工
）

に
売
却
し
ま
す
。
Ｉ
Ｈ
Ｉ
は
、
軍
用
機
エ

ン
ジ
ン
を
独
占
的
に
製
造
し
て
い
る
企
業

で
す
。
特
に
Ｆ
35
Ａ
戦
闘

機
の
世
界
的
な
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
工
場
と
し
て
、
ア
メ

リ
カ
か
ら
も
指
名
を
受
け

て
い
る
メ
ー
カ
ー
で
す
。

農
業
の
振
興
を
目
的
と
し

た
農
業
大
学
校
跡
地
に
軍
需
産
業
が
誘
致

さ
れ
る
こ
と
に
疑
問
の
声
が
上
が
っ
て
い

ま
す
。

■埼玉県産業立地促進補助金 年度別交付実績

件数 うち1億円以上
交付した件数 金額（円）

1999年度 3 0 20,602,900
2000年度 4 0 35,373,700
2001年度 9 0 163,350,826
2002年度 16 0 258,632,271
2003年度 12 0 324,543,295
2004年度 8 0 183,508,781
2005年度 14 0 179,659,909
2006年度 32 0 334,089,500
2007年度 43 1 632,783,200
2008年度 43 0 591,699,744
2009年度 32 1 632,306,355
2010年度 45 4 952,549,491
2011年度 33 1 625,562,135
2012年度 36 2 931,288,514
2013年度 42 6 1,319,105,793
2014年度 34 1 653,450,429
2015年度 43 3 951,958,034
2016年度 55 3 1,297,288,620
2017年度 36 2 923,508,522
2018年度 34 2 877,034,000

計 574 26 11,888,296,019
平均交付額 ─ ─ 20,711,317

※ 2018 年度は当初予算の数値

■埼玉県産業立地促進補助金の交付条件
対象業種 製造業及び科学研究所が対象となります。

対象期間 土地売買（借地）契約を 2013 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日ま
でに締結したものが対象になります。

交付条件

土地を取得（借地）し、工場等を建築（取得）することが必要です。
敷地面積が 1,OOO ㎡以上で、工揚等の建築面種が 500 ㎡以上である
ことが必要です。
土地の所有者（借地の揚合は賃借者）及び建物の所有者と、補助対象
施設の操業者は、原則同一企業であることが必要です。
補助対象施設で従事する従業員を新たに 5 人以上雇用することが必要
です（県内に居住し、雇用保険に加入している者に限る）。ただし、中
小企業で総従業員数が 100 人以下の揚合は、新規雇用は 1 人以上と
なります。
補助対象施設の建物は、新設・中古建物ともに建築確認申請書類の提
出が必要です。
土地売買（借地）契約締結後、3 年以内に操業することが必要です。
土地売買（借地）契約締結後、届出書を県に提出することが必要です。
補助対象施設の不動産取得税を納期限内に全額納付することが必要で
す。

補助額 納期限内に納付した不動産取得税相当額（限度額 1 億円）を補助しま
す。
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日
本
の
農
業
自
給
率
は
38
％
ま
で
低
下

し
、
主
権
国
家
と
は
言
え
な
い
事
態
と
な

っ
て
い
ま
す
。
食
料
自
給
率
の
向
上
は
、

最
大
の
安
全
保
障
で
す
。
２
０
１
７
年
12

月
20
日
、
国
連
総
会
は
、
２
０
１
９
年
～

28
年
を
「
家
族
農
業
の
10
年
」
と
す
る
こ

と
を
全
会
一
致
で
決
議
し
ま
し
た
。
こ
れ

を
受
け
て
２
０
１
８
年
９
月
28
日
、
国
連

人
権
理
事
会
は
「
農
民
と
農
村
で
働
く

人
々
の
権
利
に
つ
い
て
の
宣
言
」
を
圧
倒

的
多
数
で
採
択
し
た
の
で
す
。

　

埼
玉
県
は
農
家
戸
数
６
万
４
１
７
８
戸

（
全
国
８
位
）、
水
稲
生
産
15
万
４
６
０
０

ｔ
で
19
位
、
小
麦
が
２
万
１
２
０
０
ｔ
で

全
国
５
位
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
野

菜
の
出
荷
額
は
２
０
１
７
年
度
７
８
７
億

円
で
全
国
６
位
で
す
。
首
都
圏
の
近
郊
農

業
地
帯
の
特
色
を
生
か
し
た
県
独
自
の
農

業
政
策
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
農
業
振

興
地
域
整
備
基
本
方
針
や
種
子
条
例
も
生

か
し
な
が
ら
、
次
の
よ
う
な
視
点
で
、
埼

玉
県
農
業
の
振
興
を
図
り
ま
す
。

■
小
規
模
家
族
的
経
営
で
こ
そ

　

地
域
に
密
着
し
た
、
小
規
模
家
族
的
経

営
の
農
業
・
酪
農
業
を
再
生
・
育
成
さ
せ

る
こ
と
は
食
料
主
権
を
確
立
す
る
う
え
で

重
要
で
す
。
こ
れ
は
国
際
的
な
コ
ン
セ
ン

サ
ス
と
な
っ
て
お
り
、
県
内
農
業
の
振
興

に
と
っ
て
も
不
可
欠
の
課
題
で
す
。
そ
の

た
め
、
安
倍
政
権
の
「
経
営
所
得
安
定
対

策
」
交
付
金
の
廃
止
に
あ
た
っ
て
は
、
県

独
自
の
支
援
策
を
模
索
し
ま
す
。

■
農
林
部
職
員
を
削
減

　

上
田
県
政
の
下
で
２
０
０
５
年
か

ら
、
農
業
を
支
え
る
県
農
林
部
の
職
員
を

１
２
１
４
人
か
ら
８
７
８
人
に
、
農
業
研

究
機
関
の
職
員
を
１
３
０
人
か
ら
86
人
に

減
ら
し
て
き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
２
０
１
０
年
に
想
定
外
の
時
期

に
発
生
し
た
「
彩
の
か
が
や
き
」
の
出
穂

期
高
温
に
伴
う
障
害
は
、
農
林
振
興
セ
ン

タ
ー
な
ど
技
術
系
職
員
が
減
ら
さ
れ
て
き

「家族農業の 10 年」を埼玉で
生かす地域密着型の六次産業化で

地域の資源を生かし、農家や中小企業育成型の産業育成へ
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た
こ
と
に
よ
り
、
被
害
拡
大
を
抑
制
し
き

れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
職
員
削
減
に
歯
止
め

を
か
け
、
中
長
期
的
に
人
材
育
成
と
確
保

を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
に

も
県
立
農
業
大
学
校
の
充
実
強
化
が
必
要

で
す
。

■
地
域
密
着
の
六
次
産
業
化
で

　
「
農
業
の
六
次
産
業
化
」
を
、
地
域
に

密
着
し
た
形
で
発
展
さ
せ
る
こ
と
が
大
事

で
す
。
県
内
に
は
約
56
万
人
の
小
中
学
生

が
毎
日
給
食
を
食
べ
て
い
ま
す
。
学
校
給

食
会
な
ど
と
共
に
、
可
能
な
限
り
地
元
の

学
校
に
食
材
を
安
定
的
に
提
供
で
き
る
体

制
強
化
が
販
路
の
拡
大
に
も
つ
な
が
り
ま

す
。

　

ま
た
都
市
近
郊
の
立
地
を
生
か
し
、
各

種
野
菜
や
果
実
の
収
穫
体
験
な
ど
、
観
光

産
業
の
側
面
か
ら
の
さ
ら
な
る
工
夫
が
必

要
で
す
。
さ
ら
に
、
地
場
産
の
素
材
を
生

か
し
た
食
品
製
造
の
工
夫
な
ど
、
ま
さ
に

一
次
（
生
産
）、
二
次
（
加
工
・
製
造
）、

三
次
（
流
通
）
を
視
野
に
入
れ
た
六
次
産

業
化
が
、
地
域
密
着
型
の
雇
用
を
生
み
出

す
仕
掛
け
と
し
て
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

　

小
規
模
家
族
経
営
農
業
を
振
興
さ
せ
る

た
め
に
「
新
規
就
農
者
」
の
拡
大
・
育
成

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
農
林
水
産
省
が
行
っ

て
い
る
、「
新
規
就
農
・
経
営
継
承
の
た

め
の
対
策
」
交
付
金
に
県
独
自
の
助
成
も

加
え
、
小
規
模
農
家
の
継
承
・
新
規
参
入

を
促
進
し
ま
す
。

単位 全国順位
農家戸数 64,178 戸 8

水稲 154,600 ｔ 19
小麦 21,200 ｔ 5

■埼玉県農家戸数（2015 年農林業センサス）

全国
順位 作物名 出荷額

（億円） 主な産地

1 ネギ 179 大里・児玉・吉川・越
谷

1 ホウレンソウ 136 入間・大里・児玉・北
足立

1 里芋 77 入間

1 小松菜 53
上尾・さいたま・川越・
所沢・草加・八潮・三
郷

2 ブロッコリー 40 大里（深谷）・児玉・
2 かぶ 16 川越・富士見
3 枝豆 35 川越・草加

4 きゅうり 114 大里・児玉・北埼の利
根川流域

4 水菜 8 狭山・所沢・上里町
4 白菜 16 深谷・上里町・本庄
5 チンゲン菜 5 川越・狭山・所沢

6 ヤマトイモ 11 熊谷・深谷・本庄・さ
いたま

8 春菊 7 深谷・本庄

8 スイートコー
ン 12 深谷・本庄・上里町・

熊谷
9 茄子 30 旧児玉町
9 ジャガイモ 15
10 ニンジン 15 新座・所沢
10 サツマイモ 10 川越
10 ゴボウ 8 新座・深谷

合計出荷額 787

■埼玉県野菜等出荷状況

全国
順位 作物名 出荷額

（億円） 主な産地

6 梨 40 蓮田・白岡・久喜・児
玉

7 栗 3 日高
10 イチゴ 43 川島・秩父・吉見町
8 茶（生葉） 13 入間・狭山
5 小麦 7 大里・北埼

合計出荷額 106

全国
順位 作物名 出荷額

（億円） 主な産地

1 パンジー 6 鴻巣・川越・所沢・川
口

2 ゆり 32 深谷市藤沢地区
2 チューリップ 5 深谷・越谷
2 洋ラン（鉢物） 26 さいたま・鴻巣
3 洋ラン（切花） 6 さいたま・鴻巣
3 花木（鉢物） 10 さいたま・鴻巣
7 シクラメン 5 鴻巣

合計出荷額 90
（2014 年農林水産省相調べ）

■埼玉県花き出荷状況
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大
店
法
が
廃
止
さ
れ
、
中
心
市
街
地
だ

け
で
な
く
郊
外
に
も
続
々
大
型
店
が
進
出

し
た
結
果
、
中
心
市
街
地
が
さ
び
れ
「
シ

ャ
ッ
タ
ー
通
り
化
」
が
問
題
と
な
っ
て
20

年
が
経
ち
ま
し
た
。
埼
玉
県
内
で
も
、
各

地
の
商
店
街
が
さ
び
れ
て
し
ま
い
ま
し

た
。
商
店
街
は
、
流
通
業
の
側
面
だ
け
で

な
く
、
地
域
の
青
少
年
の
健
全
育
成
、
治

安
維
持
、
消
防
団
の
担
い
手
な
ど
、
街
に

住
む
す
べ
て
の
人
々
の
暮
ら
し
と
安
全
を

サ
ポ
ー
ト
し
て
き
ま
し
た
。

　

近
年
で
は
、
中
心
市
街
地
の
大
型
店
撤

退
も
拍
車
を
か
け
、
車
を
使
え
な
い
高
齢

者
な
ど
社
会
的
弱
者
の
買
い
物
難
民
問
題

が
顕
在
化
し
て
い
ま
す
。
住
民
の
基
本
的

人
権
を
守
り
、
そ
の
担
い
手
で
あ
る
中
小

零
細
業
者
の
活
性
化
を
図
る
こ
と
は
、
急

速
に
高
齢
化
を
迎
え
る
埼
玉
県
に
と
っ
て

喫
緊
の
課
題
で
す
。

■
大
規
模
商
業
施
設
の 

出
店
と
撤
退
の
規
制

　

大
型
店
の
発
祥
で
あ
る
、
ア
メ
リ
カ
で

さ
え
州
政
府
な
ど
を
中
心
に
、
大
型
店
に

厳
し
い
規
制
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
自
民

党
政
府
に
よ
っ
て
破
壊
さ
れ
て
き
た
地
方

の
再
生
を
目
指
し
、
全
国
知
事
会
な
ど
に

も
働
き
か
け
、
地
域
住
民
と
と
も
に
、
街

の
再
生
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

出
店
規
制
と
と
も
に
、
大
型
店
の
出
店

時
に
、
地
元
商
工
会
に
加
入
し
、
売
上
高

に
見
合
う
会
費
納
入
を
義
務
付
け
る
、
地

元
住
民
の
良
質
な
雇
用
確
保
を
義
務
付
け

る
、
な
ど
も
必
要
で
す
。
ま
た
「
ま
ち
づ

く
り
再
生
基
金
」
の
よ
う
な
も
の
を
設
置

し
、
拠
出
さ
せ
、
中
心
市
街
地
活
性
化
の

原
資
と
す
る
こ
と
な
ど
、
規
制
の
在
り
方

も
工
夫
し
ま
す
。

　

大
型
店
の
身
勝
手
な
閉
鎖
・
撤
退
に
際

し
、
地
域
貢
献
義
務
を
果
た
さ
せ
る
ル
ー

ル
確
立
を
目
指
し
ま
す
。
例
え
ば
、
取
引

業
者
や
周
辺
商
店
街
、
自
治
体
と
の
協
議

の
場
も
必
要
で
し
ょ
う
。
ま
た
大
型
店
の

従
業
員
で
構
成
す
る
労
働
組
合
か
ら
も
意

街と地域経済を再生させる
商店街の振興

地域の資源を生かし、農家や中小企業育成型の産業育成へ
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見
聴
取
す
る
な
ど
、
撤
退
に
関
す
る
リ
ス

ク
の
強
化
が
身
勝
手
な
撤
退
を
防
ぐ
こ
と

に
も
な
り
ま
す
。

■
シ
ャ
ッ
タ
ー
通
り
商
店
街 

再
生
の
た
め
に

　

す
で
に
廃
業
し
た
店
舗
を
多
く
抱
え
る

商
店
街
が
シ
ャ
ッ
タ
ー
通
り
化
し
て
い
ま

す
。
生
鮮
三
品
な
ど
、
地
元
農
家
の
直
売

施
設
、空
き
店
舗
の
利
用
な
ど
を
念
頭
に
、

小
規
模
の
介
護
事
業
サ
ー
ビ
ス
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ

の
活
動
場
所
づ
く
り
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の

地
域
に
マ
ッ
チ
し
た
、
活
性
化
の
工
夫
を

支
援
し
ま
す
。

　

川
越
サ
ン
ロ
ー
ド
、
川
口
銀
座
、
中
山

道
蕨
宿
、
越
谷
中
央
な
ど
、
工
夫
を
凝
ら

し
て
い
る
商
店
街
同
士
の
学
び
と
交
流

を
、
各
地
の
商
工
会
や
、
県
産
業
振
興
公

社
な
ど
と
協
力
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。

■商業の従業者規模別構成比
商業計 卸売業 小売業

事業所数 事業所数 事業所数
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

合計 56,457 100.0% 14,384 100.0% 42,073 100.0%
1 ～ 4 人 29,877 52.9% 7,090 49.3% 22,787 54.2%
5 ～９人 12,212 21.6% 3,559 24.7% 8,653 20.6%

10 ～ 19 人 8,549 15.1% 2,236 15.5% 6,313 15.0%
20 ～ 29 人 2,967 5.3% 683 4.7% 2,284 5.4%
30 ～ 49 人 1,516 2.7% 469 3.3% 1,047 2.5%
50 ～ 99 人 851 1.5% 243 1.7% 608 1.4%
100 人以上 485 0.9% 104 0.8% 381 0.9%
中小比率 98.1% 99.3% 97.6%

資料　2016 年「経済センサス」埼玉県 HP から

■県内小売業商店数の推移

年次 商店数

2002 年（6 月 1 日現在） 49,539

2004 年（6 月 1 日現在） 45,527

2007 年（6 月 1 日現在） 44,573

2009 年（7 月 1 日現在） 46,972

2012 年（2 月 1 日現在） 43,046

2014 年（7 月 1 日現在） 43,412

2016 年（6 月 1 日現在） 42,365

■大型店の出店状況（上位 10 位）

市町村名
大型立地法対象合計

店舗数 売場面積
㎡

さいたま市 191 1,119,353
川口市 81 372,978
川越市 55 262,170
越谷市 52 339,030
所沢市 44 191,044
熊谷市 42 191,257

春日部市 37 202,856
上尾市 35 188,129
草加市 32 159,303
入間市 30 188,305
県計 1,124 5,790,857

※ 2018 年 4 月発行の大規模小売り店舗名簿のもの
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■
災
害
時
の
復
旧
・
復
興
、
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
〜
な
く
て
は
な
ら

な
い
建
設
産
業

　

建
設
産
業
は
、
イ
ン
フ
ラ
や
住
宅
等
の

建
築
物
の
整
備
、
災
害
時
の
復
旧
・
復
興

な
ど
、
国
民
の
命
と
生
活
を
守
る
う
え
で

大
き
な
役
割
を
果
た
す
国
の
基
幹
産
業
で

す
。
し
か
し
、
現
従
事
者
の
高
齢
化
に
く

わ
え
、「
労
働
に
対
し
て
賃
金
が
低
い
」

「
雇
用
が
不
安
定
」「
休
み
が
と
り
づ
ら
い
」

な
ど
の
理
由
か
ら
、
若
者
の
入
職
離
れ
が

急
速
に
起
こ
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
危
機
感
を
持
っ
た
国

土
交
通
省
は
、
建
設
労
働
者
の
賃
金
引
き

上
げ
の
施
策
と
し
て
、
公
共
工
事
設
計

労
務
単
価
を
７
年
連
続
し
て
引
き
上
げ

（
２
０
１
２
年
度
比
48
・
０
％
）
ま
し
た

が
、
埼
玉
土
建
の
賃
金
調
査
の
結
果
を
見

て
も
、
大
幅
な
賃
金
引
き
上
げ
に
は
至
っ

て
お
ら
ず
、
８
％
の
上
昇
に
と
ど
ま
っ
て

い
ま
す
。

　

公
契
約
条
例
は
、「
公
共
団
体
か
ら
、

事
業
を
委
託
さ
れ
た
事
業
者
に
雇
用
さ
れ

る
す
べ
て
の
労
働
者
に
対
し
て
、
最
低
基

準
と
な
る
労
働
条
件
を
条
例
に
よ
り
保
証

す
る
」
も
の
で
す
か
ら
、
具
体
的
に
そ
こ

で
働
く
労
働
者
の
報
酬
下
限
額
を
「
設
計

労
務
単
価
の
×
×
割
」
な
ど
設
定
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
大
幅
に
引
き
あ
が
っ
た
公

共
工
事
設
計
労
務
単
価
を
、
現
場
で
働
く

労
働
者
ま
で
い
き
わ
た
る
仕
組
み
を
作
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

■
業
務
委
託
や
指
定
管
理
者
制
度

で
も
賃
金
底
上
げ
が
可
能

　

賃
金
底
上
げ
を
実
現
で
き
る
の
は
、
建

設
だ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
県
や
地
方
自

治
体
と
契
約
す
る
業
務
委
託
制
度
や
指
定

管
理
者
な
ど
で
働
く
労
働
者
も
対
象
に
な

り
ま
す
。
公
契
約
条
例
を
制
定
し
て
い
る

草
加
市
や
越
谷
市
で
は
、
最
低
賃
金
を
上

回
る
「
労
働
報
酬
下
限
額
の
設
定
」
に
よ

り
、
労
働
者
の
賃
金
底
上
げ
を
実
現
し
て

公契約条例制定で
賃金の底上げと適正な契約を

地域の資源を生かし、農家や中小企業育成型の産業育成へ
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い
ま
す
。

　

自
治
体
に
よ
っ
て
は
、「
最
低
賃
金
が

あ
り
、公
契
約
条
例
は『
屋
上
屋
に
な
る
』」

「
労
使
関
係
に
官
は
介
入
す
べ
き
で
な
い
」

な
ど
の
理
由
で
反
対
を
し
ま
す
。
埼
玉
県

に
お
い
て
も
、
日
本
共
産
党
の
金
子
議
員

の
「
一
刻
も
早
い
公
契
約
条
例
の
検
討
の

開
始
」
を
求
め
た
県
議
会
に
お
い
て
、
上

田
県
知
事
は
「
労
働
関
係
法
令
の
遵
守
、

徹
底
を
図
る
」
と
通
り
一
遍
の
回
答
に
終

始
し
て
い
ま
す
。

　

条
例
を
制
定
し
た
越
谷
の
高
橋
市
長
は

「
労
働
者
の
権
利
保
護
は
も
ち
ろ
ん
、
空

前
の
人
手
不
足
の
中
、
労
働
者
の
処
遇
を

改
善
す
る
こ
と
は
、
結
局
は
人
の
確
保
に

つ
な
が
っ
て
い
く
。
事
業
者
の
た
め
の
条

例
だ
」
と
発
言
し
て
い
ま
す
が
、
ま
さ
に

公
契
約
条
例
の
制
定
は
、
税
金
を
原
資
と

し
て
住
民
福
祉
の
増
進
を
目
的
に
実
施
さ

れ
る
公
共
団
体
の
契
約
（
公
契
約
）
を
通

じ
て
、
適
正
な
労
働
条
件
の
確
保
に
努
め

る
こ
と
、
さ
ら
に
は
質
の
向
上
を
図
り
、

最
終
的
に
は
地
域
経
済
の
健
全
な
発
展
と

市
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
に
つ

な
が
り
ま
す
。

　

埼
玉
県
と
し
て
も
労
働
者
の
賃
金
を
含

め
た
処
遇
改
善
を
進
め
て
い
く
た
め
、
公

契
約
条
例
の
制
定
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

■賃金調査結果（2018 年 4 月）

◎：本条例、○：理念条例、★：指針
■全国での公契約条例の広がり

地方 自治体名

東京都

◎世田谷区
◎目黒区
◎日野市
○江戸川区
★新宿区
★小平市
★杉並区
★台東区
★港区

神奈川県
◎川崎市
◎相模原市
◎厚木市

長野県 ○長野県
石川県 ○加賀市

岐阜県
○岐阜県
○大垣市
○高山市

愛知県

○愛知県
◎豊橋市
◎豊川市
○碧南市
○尾張旭市

地方 自治体名

愛知県
○大府市
★豊田市

三重県
○四日市市
○津市

京都府 ○京都市

大阪府
★豊中市
★茨木市

奈良県
○奈良県
○大和郡山市

和歌山県 ○湯浅町

兵庫県

◎三木市
◎加西市
◎加東市
○尼崎市
★宝塚市

山口県 ★宇部市
香川県 ○丸亀市
高知県 ◎高知市
福岡県 ◎直方市
佐賀県 ★佐賀市
沖縄県 ○沖縄県

合計 26 地方

地方 自治体名

北海道

○旭川市
★函館市
★名寄市
★北見市

岩手県
○岩手県
○花巻市

秋田県
○秋田市
○由利本荘市

山形県 ○山形県
福島県 ○郡山市
群馬県 ○前橋市

埼玉県
◎草加市
◎越谷市
★富士見市

千葉県
◎野田市
◎我孫子市
★流山市

東京都

◎多摩市
◎国分寺市
◎渋谷区
◎足立区
◎千代田区

資料：全労連調べ（2018 年 10 月 1 日現在）

■ 18 年度の最賃と労働報酬下限の差
埼玉県
最　賃

労働報酬
下限額 最賃との差

草加市 898 円 940 円 42 円
越谷市 898 円 960 円 62 円

埼玉土建一般労働組合調べ
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埼玉土建一般労働組合調べ
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東
日
本
大
震
災
を
は
じ
め
、
近
年
、
全

国
で
大
規
模
な
災
害
が
頻
発
し
て
い
ま

す
。
埼
玉
県
で
も
東
部
・
北
部
の
竜
巻
被

害
、
台
風
に
よ
る
豪
雨
災
害
、
秩
父
地
方

中
心
の
豪
雪
被
害
が
発
生
し
て
い
ま
す
。

■
こ
れ
ま
で
の
枠
を
超
え
た 

災
害
対
策
を

　

２
０
１
７
年
の
川
越
・
ふ
じ
み
野
市
を

中
心
と
し
た
豪
雨
被
害
は
、
雨
水
幹
線
が

新
河
岸
川
へ
流
れ
込
む
地
点
の
樋
門
が
早

期
に
閉
鎖
さ
れ
、
雨
水
幹
線
の
両
側
市
街

に
水
が
あ
ふ
れ
出
し
ま
し
た
。
樋
門
周
辺

の
調
整
池
の
整
備
や
く
み
上
げ
ポ
ン
プ
の

整
備
な
ど
が
早
急
に
求
め
ら
れ
ま
す
。
国

難
と
も
い
え
る
大
規
模
災
害
の
時
代
に
、

こ
れ
ま
で
の
枠
を
大
き
く
超
え
た
災
害
対

策
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

災
害
級
と
い
わ
れ
た
２
０
１
８
年
酷
暑

被
害
な
ど
、
新
し
い
災
害
へ
の
対
応
も
必

要
で
す
。
避
難
所
と
な
る
小
中
高
等
学
校

体
育
館
の
エ
ア
コ
ン
設
置
は
、
県
立
高
校

３
校
、
小
中
学
校
６
校
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

早
急
に
エ
ア
コ
ン
設
置
が
必
要
で
す
。
ま

た
、
体
育
館
の
ト
イ
レ
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
な
ど
改
修
も
必
要
で
す
。

■
県
の
被
災
者 

安
心
支
援
制
度
の
拡
充
を

　

災
害
で
被
害
を
う
け
た
方
を
支
援
す
る

の
が
生
活
再
建
支
援
法
で
す
。
自
宅
が
全

壊
な
ど
し
た
場
合
、
最
大
３
０
０
万
円
が

支
払
わ
れ
ま
す
。
し
か
し
１
市
町
村
で
10

世
帯
以
上
の
住
宅
全
壊
被
害
が
な
け
れ
ば

こ
の
適
用
が
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
自
宅

全
壊
で
３
０
０
万
円
で
は
不
十
分
で
す
。

　

埼
玉
県
で
は
、
県
と
市
町
村
の
基
金
に

よ
っ
て
、
10
世
帯
以
下
で
も
支
援
金
が
支

払
わ
れ
る
「
被
災
者
安
心
支
援
制
度
」
が

つ
く
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
に
対
し

て
、近
年
豪
雨
災
害
が
続
い
た
こ
と
か
ら
、

全
壊
に
至
ら
な
い
床
上
浸
水
な
ど
で
も
支

援
金
を
支
給
す
べ
き
だ
と
い
う
声
が
あ
り

ま
す
。

防災優先の公共事業を進める
小中学校体育館の改修

福祉充実、安心安全の埼玉県づくり
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■近年の埼玉県下における台風災害等の一覧

2013年9月 （竜巻）9 月 2 日発生の竜巻により、全壊 31 棟、半壊 210 棟の被害が発生し、越谷市、
松伏町に災害救助法が適用された。

2013年9月
（台風 18 号、竜巻）台風の接近により、県内で複数発生した。竜巻及びその後の台
風の関東上陸に伴う大雨被害と合わせて全壊 10 棟、半壊 23 棟、床上浸水 27 棟、
床下浸水 174 棟、崖崩れ 1 箇所の被害が発生し、熊谷市に災害救助法が適用された。

2013年10月
（台風 26 号）台風の関東付近通過に伴い、八潮市、越谷市、草加市など県内各地で
浸水被害や崖崩れが発生した。半壊 1 棟、床上浸水 239 棟、床下浸水 1340 棟、崖
崩れ 1 箇所の被害が発生した。

2014年2月

（大雪）2 月 14 日からの大雪で人的被害、建物被害が発生した。死亡 3 名、重症 28
名、中等症 135 名、軽症 296 名、半壊 1 棟、一部損壊 9 棟の被害が発生し、秩父市、
飯能市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、神川町で災害救助法が適用された。県
内の積雪量は秩父 98 ㎝、熊谷 62 ㎝でともに観測史上 1 位の積雪量であった。

2015年9月
（関東東北豪雨）台風 18 号から変化した低気圧の影響により、県内各地で浸水被害
や崖崩れが発生した。越谷市や春日部市などで住家一部損壊 6 棟、床上浸水 880 棟、
床下浸水 3988 棟、崖崩れ 12 箇所の被害が発生した。

2016年8月
（台風 9 号）台風の関東上陸に伴い、県内各地で浸水被害や崖崩れが発生した。入間
市、所沢市、富士見市などで全壊 2 棟、半壊 3 棟、一部破損 17 棟、床上浸水 398 棟、
床下浸水 1715 棟、崖崩れ 17 箇所の被害が発生した。

2017年10月 （台風 21 号）主に川越市、ふじみ野市を中心に、軽傷 11 人、半壊 45棟、一部破損10棟、
床上浸水458棟、床下浸水556棟、崖崩れ21箇所の被害が発生した。

越谷・竜巻被害の様子（2013 年 9 月）

川越・ふじみ野の豪雨で破損した暗きょ（2017年10月）

所沢・豪雨で擁
ようへき

壁が崩壊した住宅（2016 年 8 月）

秩父・大雪で倒壊したビニールハウス（2014 年 2 月）
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米
空
軍
の
特
殊
作
戦
機
Ｃ
Ｖ
22
オ
ス
プ

レ
イ
（
以
下
Ｃ
Ｖ
22
）
５
機
が
２
０
１
８

年
10
月
１
日
、
首
都
・
東
京
に
あ
る
米
空

軍
横
田
基
地
に
正
式
配
備
さ
れ
ま
し
た
。

　

Ｃ
Ｖ
22
は
、
対
テ
ロ
作
戦
、
要
人
暗
殺
、

拉
致
、
後
方
か
く
乱
、
偵
察
、
戦
闘
捜
索

救
難
な
ど
を
お
こ
な
う
特
殊
作
戦
部
隊

を
、
敵
地
奥
深
く
に
密
か
に
送
り
込
ん
だ

り
、
任
務
を
終
え
た
部
隊
を
収
容
し
て
帰

投
さ
せ
る
こ
と
な
ど
を
任
務
と
し
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
超
低
空
・
夜
間
飛
行
や
着

陸
な
ど
、ハ
ー
ド
な
訓
練
が
必
須
と
さ
れ
、

海
兵
隊
用
の
Ｍ
Ｖ
22
オ
ス
プ
レ
イ
よ
り
事

故
率
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
も
、
Ｃ
Ｖ
22
は
特
殊
作
戦
機
と
い

う
性
格
上
、
運
用
の
す
べ
て
が
秘
密
に
さ

れ
て
い
ま
す
。
２
０
１
８
年
７
月
２
日
に

は
、
米
軍
所
沢
通
信
基
地
に
事
前
連
絡
も

な
く
着
陸
し
、
周
囲
を
驚
か
せ
ま
し
た
。

正
式
配
備
に
よ
っ
て
東
京
や
埼
玉
上
空

で
、
他
国
へ
の
侵
攻
の
た
め
の
危
険
な
訓

練
が
常
態
化
す
る
ば
か
り
か
、
秘
か
に
出

動
し
、
他
国
に
侵
入
し
て
行
動
（
戦
闘
）

す
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

■
県
内
の
基
地
が
拠
点
へ

　

航
空
自
衛
隊
入
間
基
地
に
は
、
一
飛
び

で
ハ
ワ
イ
や
イ
ン
ド
、
パ
キ
ス
タ
ン
ま
で

飛
ぶ
こ
と
が
で
き
る
新
型
の
Ｃ
２
輸
送
機

が
配
備
さ
れ
ま
す
。
隣
接
す
る
留
保
地
で

は
、
海
外
で
の
戦
闘
で
負
傷
し
た
り
、
病

気
に
か
か
っ
た
重
篤
な
自
衛
隊
員
を
受
け

入
れ
る
た
め
の
病
院
や
出
動
拠
点
を
つ
く

る
工
事
が
す
す
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

陸
上
自
衛
隊
朝
霞
駐
屯
地
に
は
、
空
て

い
団
や
水
陸
機
動
団
、
特
殊
作
戦
群
な
ど

陸
上
自
衛
隊
の
戦
闘
部
隊
を
一
手
に
束
ね

る
陸
上
総
隊
の
司
令
部
が
お
か
れ
ま
し

た
。
陸
上
総
隊
は
米
陸
軍
と
一
体
的
な
運

用
が
期
待
さ
れ
て
お
り
、
日
米
軍
事
一
体

化
に
い
っ
そ
う
拍
車
が
か
か
り
ま
す
。

　

県
内
の
基
地
が
、
後
方
支
援
基
地
か
ら

海
外
展
開
の
出
動
拠
点
へ
と
大
き
く
変
わ

ろ
う
と
し
て
い
ま
す
。

オスプレイ配備撤回を
軍事基地強化は許されない

福祉充実、安心安全の埼玉県づくり
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飯能上空を飛ぶ
CV22 オスプレイ

■オスプレイの飛行ルートの推定図（2017 年 3 月 9 日）

2017 年 3 月 9 日、午前 8 時 32 分に横田を飛び立ったオスプレイは 21 分後に相馬原に到着。帰路は 16
時 50 分に相馬原を離陸し、横田に帰着したのは 27 分後の 17 時 17 分。7 分にわたってコースを外れ飛
んでいたことが明らかになった。（埼玉県平和委員会調べ）
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国
保
は
、
創
設
時
は
農
業
者
や
自
営
業

者
の
た
め
の
健
康
保
険
制
度
で
し
た
が
、

そ
の
後
構
成
が
大
き
く
変
化
し
、
65
歳
か

ら
74
歳
の
高
齢
者
と
、
非
正
規
労
働
者
な

ど
で
８
割
近
く
に
な
っ
て
い
ま
す
。
加
入

世
帯
の
半
数
が
年
所
得
１
０
０
万
円
未
満

で
す
。
こ
の
よ
う
に
、
加
入
者
の
所
得
が

低
い
の
に
、
他
の
保
険
よ
り
保
険
税
が
高

い
と
い
う
「
構
造
的
問
題
」
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
保
険
税
が
払
い
き
れ

な
い
滞
納
額
は
全
県
で
１
３
５
億
円

（
２
０
１
７
年
度
）
に
上
り
、
国
保
財
政

を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。

■
国
保
広
域
化
の
ね
ら
い
は
？

　

国
は
、
２
０
１
８
年
４
月
か
ら
国
保
運

営
の
主
体
を
、
市
町
村
の
み
か
ら
、
都
道

府
県
と
市
町
村
の
共
同
運
営
に
変
え
ま
し

た
（
国
保
の
広
域
化
）。
そ
の
狙
い
は
国

保
財
政
が
厳
し
い
の
で
、
市
町
村
が
一
般

会
計
か
ら
国
保
会
計
へ
行
っ
て
い
る
支
援

（
法
定
外
繰
り
入
れ
）
を
な
く
し
て
、
保

険
税
に
転
嫁
す
る
こ
と
で
す
。
実
際
４
月

の
広
域
化
を
契
機
に
31
の
市
町
が
保
険
税

率
を
改
定
し
ま
し
た
。

■
国
保
税
を
協
会
け
ん
ぽ
な
み
に

　

左
表
の
よ
う
に
、
４
人
家
族
で
こ
の
よ

う
な
保
険
税
は
、
中
小
企
業
の
社
会
保
険

で
あ
る
「
協
会
け
ん
ぽ
」
が
19
万
７
千
円

で
あ
る
の
に
比
べ
て
も
負
担
の
重
さ
が
わ

か
り
ま
す
。

　

保
険
税
は
、
４
方
式
を
採
用
し
て
い
る

場
合「
所
得
割
」「
資
産
割
」「
均
等
割
」「
平

等
割
」
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
所
得
や

資
産
に
応
じ
て
決
め
ら
れ
る
部
分
を
「
応

市町村と協力して、
国民健康保険税を引き下げよう

0

20

40

60

80

100
（％）

自営業

農林水産業
その他

被用者

無職

2015年度1965年度

44.1

34.1

4.8
2.5
14.5

19.5

6.4

42.1

25.4

34.1

4.8
2.5
14.5

6.6

19.5

6.4

42.1

25.4

福祉充実、安心安全の埼玉県づくり

■自治体国保世帯主の職業別割合
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能
割
」
と
呼
び
、
一
人
に
い
く
ら
と
均
等

に
割
り
当
て
ら
れ
る
均
等
割
や
一
世
帯
に

い
く
ら
と
割
り
振
ら
れ
る
平
等
割
は
「
応

益
割
」
と
も
呼
ば
れ
ま
す
。
応
益
割
は
、

最
悪
の
税
金
と
呼
ば
れ
る
人
頭
税
そ
の
も

の
で
あ
り
、
廃
止
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

仮
に
、
埼
玉
県
の
保
険
税
平
均
額
で
試

算
す
る
と
、
４
人
の
モ
デ
ル
世
帯
で
「
均

等
割
」「
平
等
割
」
だ
け
で
約
14
万
円
に

な
り
ま
す
。

■
全
国
約
１
兆
円
の 

公
的
負
担
増
で

　

均
等
割
・
平
等
割
の
廃
止
の
た
め
に

は
、
全
国
ベ
ー
ス
で
約
１
兆
円
の
公
費
を

国
保
財
政
に
投
入
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

ま
す
。
国
、
県
、
市
町
村
一
体
に
取
り
組

み
が
必
要
で
す

■埼玉県内市町村別国民健康保険税に関する試算一覧表
（2018年度）

実際の保険税は端数処理などの関係で、この表とは若干異なる場合があ
ります

市町村名

年収 400 万円
4 人世帯

国保税
（円）

均等割・
平等割を

除く

鳩山町 390,360 214,360 

三芳町 387,020 219,020 

八潮市 385,350 221,350 

春日部市 382,605 206,205 

川口市 379,835 231,835 

松伏町 379,540 228,340 

蓮田市 371,190 239,990 

嵐山町 370,360 214,360 

ときがわ町 370,050 198,050 

東松山市 370,010 226,010 

白岡市 368,589 217,389 

久喜市 368,030 212,030 

さいたま市 367,086 219,486 

川島町 366,730 188,730 

越谷市 366,670 230,670 

滑川町 366,360 214,360 

本庄市 361,940 228,340 

吉川市 357,390 193,390 

伊奈町 357,070 230,670 

ふじみ野市 355,265 210,865 

幸手市 353,090 216,690 

吉見町 352,690 216,690 

三郷市 349,040 205,040 

所沢市 345,540 228,340 

戸田市 341,680 223,680 

草加市 340,550 221,350 

加須市 340,340 228,340 

毛呂山町 339,080 177,080 

越生町 337,700 209,700 

宮代町 337,600 186,400 

坂戸市 337,350 221,350 

川越市 335,315 222,515 

市町村名

年収 400 万円
4 人世帯

国保税
（円）

均等割・
平等割を

除く

入間市 334,020 219,020 

鴻巣市 332,690 216,690 

杉戸町 330,400 186,400 

朝霞市 324,010 226,010 

日高市 322,360 214,360 

和光市 321,370 207,370 

飯能市 317,030 212,030 

鶴ヶ島市 315,370 207,370 

深谷市 310,700 209,700 

狭山市 310,030 212,030 

羽生市 308,700 209,700 

新座市 297,904 206,904 

富士見市 291,930 188,730 

上里町 290,730 188,730 

行田市 290,390 193,390 

志木市 286,230 188,730 

熊谷市 285,430 188,730 

小川町 283,670 184,070 

上尾市 280,390 193,390 

桶川市 280,090 193,390 

北本市 276,360 214,360 

東秩父村 271,800 139,800 

秩父市 270,580 177,080 

美里町 267,090 170,090 

神川町 258,750 174,750 

横瀬町 253,570 160,770 

寄居町 252,100 163,100 

小鹿野町 237,540 158,440 

皆野町 236,580 153,780 

長瀞町 236,580 153,780 

蕨市 228,420 172,420 

（日本共産党試算）
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埼
玉
県
の
10
万
人
当
た
り
の
医
師
数
は

１
６
０
人
、
全
国
最
低
で
す
。
一
方
お
隣

の
東
京
都
は
３
０
４
人
で
す
。

　

救
急
搬
送
の
際
の
、
救
急
車
の
現

場
で
の
最
多
滞
在
時
間
は
２
６
２
分

（
２
０
１
７
年
度
）
に
も
な
り
ま
す
。
病

院
が
満
床
で
あ
っ
た
り
、
専
門
医
が
い
な

い
な
ど
で
、
受
け
入
れ
先
病
院
が
み
つ
か

ら
な
い
こ
と
が
主
な
原
因
で
す
。

■
医
学
生
へ
の
奨
学
金
創
設

　

埼
玉
県
は
、
近
年
せ
め
て
最
下
位
を
脱

し
よ
う
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
講
じ
て

い
ま
す
。

　

一
つ
は
、
医
学
生
へ
の
奨
学
金
で
す
。

月
20
万
円
を
支
給
し
、
県
内
の
一
定
の

医
療
機
関
に
入
職
す
る
な
ど
要
件
を
満

た
せ
ば
返
還
の
義
務
が
あ
り
ま
せ
ん
。

２
０
１
０
年
度
に
創
設
さ
れ
、
現
在
、
31

人
の
医
師
が
誕
生
し
、
２
１
５
人
の
学
生

が
学
ん
で
い
ま
す
。
２
０
２
５
年
に
は
、

奨
学
金
貸
与
中
の
医
学
生
が
２
８
５
人
に

達
し
、
県
内
医
師
不
足
地
域
等
で
勤
務
す

る
医
師
が
２
６
４
人
と
な
る
見
込
み
で

す
。

　

ま
た
、
２
０
１
３
年
度
か
ら
は
埼
玉
県

総
合
医
局
機
構
を
立
ち
上
げ
、
医
師
会
や

医
科
大
学
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
医
師
募

集
、研
修
先
紹
介
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

■
県
立
大
学
に
医
学
部
を

　

医
師
不
足
の
根
本
原
因
は
、
県
内
国
公

立
大
学
に
医
学
部
が
な
く
、
県
と
し
て
政

策
的
に
医
師
確
保
が
で
き
な
い
た
め
で

す
。
２
０
１
１
年
に
は
、
埼
玉
県
議
会
超

党
派
で
「
埼
玉
県
立
大
学
に
医
学
部
設
置

を
求
め
る
議
連
」
が
発
足
し
、
埼
玉
県
は

調
査
を
開
始
し
ま
し
た
。
現
在
、
国
は
、

医
療
費
抑
制
政
策
か
ら
医
学
部
定
員
の
増

を
認
め
て
い
ま
せ
ん
。
国
に
対
し
て
粘
り

強
い
働
き
か
け
が
必
要
で
す
。

■
県
立
病
院
の
独
法
化
決
定

　

埼
玉
県
に
は
、「
小
児
医
療
セ
ン
タ
ー
」

全国一の医師不足県　県立大学
医学部設置・医師確保を進める

福祉充実、安心安全の埼玉県づくり
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「
循
環
器
・
呼
吸
器
病
セ
ン
タ
ー
」「
が

ん
セ
ン
タ
ー
」「
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー
」

と
い
う
４
つ
の
県
立
病
院
が
あ
り
ま
す
。

２
０
１
９
年
埼
玉
県
は
４
病
院
の
今
後
の

経
営
形
態
を
「
地
方
独
立
行
政
法
人
」
へ

移
行
す
る
と
決
定
し
ま
し
た
。
医
療
ス
タ

ッ
フ
は
県
の
職
員
か
ら
非
公
務
員
へ
転
換

さ
れ
ま
す
。
独
法
化
に
よ
っ
て
経
営
が
安

定
し
て
い
る
病
院
は
ご
く
一
部
で
す
。

　

今
で
も
、
熊
谷
市
に
あ
る
循
環
器
・
呼

吸
器
病
セ
ン
タ
ー
は
医
師
の
定
員
の
７
割

程
度
し
か
埋
ま
っ
て
い
ま
せ
ん
。
全
国
１

の
医
師
不
足
で
あ
る
埼
玉
県
で
、
県
立
病

院
を
非
公
務
員
と
す
れ
ば
医
師
・
看
護
師

が
確
保
で
き
る
の
か
疑
問
で
す
。

■救急搬送について（2017年度）
◆受入先決定までの所要時間【現場滞在時間別搬送人員（重症以上搬送事案）】

15 分未満 15 分以上
30 分未満 30 分以上 計

平均
現場滞在

時間

最長
現場滞在

時間
うち 60 分

以上 うち 120 分
以上

7,822 13,780 3,274 328 28 24,876 262 分31.4％ 55.4％ 13.2％ 1.3％ 0.1％ 100.0％

※平均現場滞在時間は把握していない

◆医療機関への問い合わせ回数【受入照会回数別搬送人員（重症以上搬送事案）】

照会 1 回 照会 2 回 照会 3 回 照会
4 回以上 計

平均
照会
回数

最多
照会
回数

うち照会
11 回以上

19,587 3,187 1,140 962 13 24,876
1.4 回 34 回78.7％ 12.8％ 4.6％ 3.9％ 0.1％ 100.0％

■医師数の全国における順位（2016年）

医師数（人） 全国順位 10 万人
当たり（人）全国順位

埼玉県 11,667 9 位 160.1 47 位
東京都 41,445 1 位 304.2 4 位

神奈川県 18,784 3 位 205.4 39 位
千葉県 11,843 8 位 189.9 45 位
茨城県 5,240 15 位 180.4 46 位
群馬県 4,430 18 位 225.2 31 位
栃木県 4,285 21 位 218.0 35 位
全　国 304,759 240.1

【参考】徳島県 2,369 40 位 315.9 1 位

※「2016 年医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）を
もとに埼玉県作成

県立小児医療センター



28

　

75
歳
以
上
人
口
の
急
増
で
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
の
増
設
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

国
は
一
切
の
支
援
を
行
わ
ず
、
埼
玉
県

は
独
自
に
1
床
あ
た
り
３
０
０
万
円
の
助

成
を
行
っ
て
、
特
養
を
建
設
し
て
き
ま
し

た
。

　

し
か
し
、
現
在
も
９
０
４
７
人
の
入
所

希
望
者
が
待
機
し
て
い
ま
す
。
そ
の
う
ち

の
５
２
８
４
人
が
１
年
以
内
の
入
所
を
希

望
し
て
い
ま
す
。

■
介
護
職
員
の
確
保
の
た
め
に

　

特
養
建
設
の
た
め
に
は
、
介
護
職
員
の

確
保
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
現
在
介
護
人
材

の
不
足
な
ど
に
よ
っ
て
、
空
き
ベ
ッ
ド
が

生
じ
て
い
る
施
設
が
生
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

埼
玉
県
は
介
護
職
員
の
人
材
確
保
促
進

事
業
と
し
て
、
研
修
費
用
の
助
成
な
ど
を

行
っ
て
い
ま
す
。
上
田
知
事
は
、
就
任
直

後
に
保
育
士
や
介
護
士
な
ど
の
、
給
与
上

乗
せ
事
業
「
民
間
社
会
福
祉
施
設
処
遇
改

善
費
」
を
廃
止
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う

な
事
業
の
復
活
が
求
め
ら
れ
ま
す
。ま
た
、

茨
城
県
で
は
介
護
職
員
の
家
賃
補
助
制
度

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
、
支
援
も
必

要
で
す
。

　

ま
た
、医
学
生
や
看
護
学
生
の
よ
う
な
、

奨
学
金
制
度
も
必
要
で
す
。

■
介
護
保
険
料
１
・
９
倍
化

　

介
護
保
険
料
は
、
２
０
１
８
年
４
月

に
３
年
ご
と
の
保
険
料
改
定
が
行
わ
れ
、

県
平
均
額
４
８
３
５
円
か
ら
、
現
在
の

５
０
５
８
円
に
ひ
き
あ
が
り
ま
し
た
。

２
０
０
０
年
の
制
度
開
始
時
の
２
６
４
４

円
か
ら
１
・
９
倍
化
で
す
。
介
護
保
険
料

に
対
し
て
独
自
の
減
免
制
度
を
も
っ
て
い

る
の
は
43
市
町
、
利
用
料
の
独
自
減
免
制

度
を
持
っ
て
い
る
の
は
56
市
町
、
社
会
福

祉
法
人
が
行
う
減
免
制
度
が
あ
る
の
は
24

市
町
で
す
。
埼
玉
県
と
し
て
の
減
免
制
度

の
創
設
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

特別養護老人ホームを増設し、
待機者をなくす

福祉充実、安心安全の埼玉県づくり
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入所希望者数

■特別養護老人ホームの整備床数、入所希望者の状況

■自治体ごとの介護保険料
第 7 期（2018 年〜 2020 年）
保険者別介護保険料（基準額）

福祉事務所 圏域 保険者名 保険料（月額/円）

西部

南西部
富士見市 5,144

ふじみ野市 4,650
三芳町 4,700

川越比企

東松山市 4,900
滑川町 5,300
嵐山町 4,500
小川町 5,000
川島町 5,500
吉見町 5,300

ときがわ町 5,600
東秩父村 6,955
川越市 4,880
坂戸市 4,600

鶴ヶ島市 4,500
毛呂山町 4,340
越生町 5,300
鳩山町 4,000

西部

所沢市 4,973
飯能市 5,591
狭山市 4,837
入間市 4,940
日高市 4,700

北部 北部

大里広域
（熊谷市、深谷市、寄居町）

5,500

本庄市 5,100
美里町 5,300
神川町 5,500
上里町 4,850

秩父 秩父

秩父市 5,400
横瀬町 5,200
皆野町 5,500
長瀞町 5,280

小鹿野町 5,990

福祉事務所 圏域 保険者名 保険料（月額/円）

埼玉県 5,058

東部
中央

南部
川口市 5,230
蕨市 5,615

戸田市 5,775

東部

春日部市 4,980
草加市 4,971
越谷市 4,700
八潮市 4,825
三郷市 4,950
吉川市 4,844
松伏町 4,740

さいたま さいたま市 5,421

県央

鴻巣市 4,800
上尾市 4,888
桶川市 4,500
北本市 4,501
伊奈町 4,800

利根

行田市 5,480
加須市 5,639
羽生市 5,344
久喜市 4,802
蓮田市 4,621
幸手市 4,509
白岡市 4,770
宮代町 4,880
杉戸町 4,261

西部 南西部

朝霞市 4,950
志木市 4,729
和光市 4,598
新座市 4,851
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■
「
平
等
に
な
っ
て
い
な
い
」
と 

感
じ
る
県
民
が
多
数

　

２
０
１
５
年
の
埼
玉
県
の
調
査
に
よ
る

と
、「
男
女
の
地
位
は
平
等
に
な
っ
て
い

る
と
思
う
か
」
と
い
う
設
問
に
、「
社
会

全
体
の
中
で
」「
政
治
の
場
で
」
は
平
等

に
な
っ
て
い
な
い
と
感
じ
て
い
る
県
民
が

５
～
６
割
と
多
数
派
で
す
。
一
方
、「
学

校
教
育
の
場
で
」
は
「
平
等
に
な
っ
て
い

な
い
」
は
15
・
６
％
で
す
。

　

し
か
し
、
２
０
１
８
年
東
京
医
科
大
学

を
皮
切
り
に
発
覚
し
た
大
学
入
試
に
お
け

る
女
性
差
別
は
、
教
育
の
場
に
お
け
る
男

女
平
等
も
十
分
に
確
立
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、２
０
１
５
年
の
国
の
調
査
で
は
、

過
去
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
を
受
け
た
こ
と

が
あ
る
女
性
は
５
人
に
１
人
に
上
る
こ
と

が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま
す
。
埼
玉
県
に

寄
せ
ら
れ
る
Ｄ
Ｖ
（
ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
バ

イ
オ
レ
ン
ス
）
相
談
件
数
は
依
然
、
年
間

１
万
件
を
超
え
て
い
ま
す
。

■
特
に
県
職
員
、
県
議
会
が
課
題

　

一
方
、
女
性
の
地
位
向
上
を
は
か
る
た

め
の
推
進
体
制
は
、非
常
に
不
十
分
で
す
。

　

県
職
員
の
う
ち
の
女
性
幹
部
比
率
は
増

加
傾
向
と
は
い
え
、
部
長
級
の
女
性
職
員

は
２
０
０
９
年
に
１
人
で
し
た
が
、
そ
の

後
も
毎
年
２
人
か
１
人
、
２
０
１
８
年
は

１
人
で
す
。
埼
玉
県
議
会
に
お
け
る
女
性

の
議
員
の
状
況
は
、
１
９
９
９
年
に
１
割

に
達
し
ま
し
た
が
、
そ
の
後
増
減
を
繰
り

返
し
、
18
年
度
も
８
％
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

　

女
性
職
員
の
積
極
的
登
用
が
必
要
で
す

が
、
同
時
に
職
員
削
減
に
よ
る
長
時
間
過

密
労
働
な
ど
が
解
消
さ
れ
な
け
れ
ば
、
女

性
幹
部
職
員
の
増
加
は
図
れ
ま
せ
ん
。

　

県
議
会
も
、
小
選
挙
区
制
の
廃
止
や
供

託
金
の
引
き
下
げ
な
ど
が
必
要
で
す
。

女性やLGBTなどに対する
差別と偏見をなくし権利を守る

福祉充実、安心安全の埼玉県づくり
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埼玉新聞（2019 年 1 月 29 日付）

■
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の 

人
権
啓
発

　

２
０
１
５
年
に
、
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

の
「
Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
成
人
式
」
を
埼
玉
県
が
後

援
し
な
か
っ
た
こ
と
が
、
話
題
と
な
り
ま

し
た
。
そ
れ
ま
で
、
埼
玉
県
で
は
Ｌ
Ｇ
Ｂ

Ｔ
な
ど
に
つ
い
て
、
人
権
啓
発
パ
ン
フ
で

も
ほ
と
ん
ど
取
り
上
げ
る
こ
と
も
な
く
、

職
員
の
研
修
も
行
わ
れ
て
き
ま
せ
ん
で
し

た
。
そ
の
後
、
議
会
か
ら
要
請
も
あ
り
、

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
成
人
式
へ
の
後
援
、
関
係
団
体

と
県
の
意
見
交
換
、
人
権
啓
発
パ
ン
フ
へ

の
掲
載
、
職
員
へ
の
研
修
が
開
始
さ
れ
て

い
ま
す
。
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立候補者数
うち女性の立候補者数

議員数
うち女性の議員数
女性議員の割合（右軸）

（出典：週刊朝日 2018 年 9 月 7 日）

順位
国公立

／私立
大学名

合格率 女性を 1 としたとき
の男性の合格率の比率男子 女子

1 私立 東京医科大学 9% 3% 3.11

2 私立 日本大学 6% 3% 2.02

3 私立 順天堂大学 10% 5% 1.93

4 国立 新潟大学 32% 18% 1.79

5 国立 筑波大学 32% 19% 1.72

6 私立 埼玉医科大学 6% 4% 1.60

7 国立 北海道大学 34% 22% 1.55

8 国立 千葉大学 37% 25% 1.51

9 国立 山梨大学 38% 25% 1.51

10 私立 昭和大学 7% 5% 1.49

■男女別合格率の格差が大きい大学（2018年度入試）

■埼玉県職員女性幹部の
　管理職への登用

■埼玉県議会における
　女性の立候補者および議員の状況

管理職（人）部長級（人）
2009 年 46 1
2010 年 48 1
2011 年 48 1
2012 年 52 2
2013 年 58 1
2014 年 64 1
2015 年 68 2
2016 年 78 2
2017 年 82 2
2018 年 86 1
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15の最重点政策
安
倍
政
権
の
悪
政
か
ら
県
民
を
守
る

憲
法
を
く
ら
し
に
生
か
す

住
み
た
い
、
働
き
た
い
埼
玉
県
へ

1

子
育
て
・
教
育
応
援
で

若
い
世
代
に
愛
さ
れ
る
街
へ

2

地
域
の
資
源
を
生
か
し
、

農
家
や
中
小
企
業
育
成
型
の
産
業
育
成
へ

①
18
歳
ま
で
の
医
療
費
を
無
料
に
し
、
窓
口
払
い
を
な
く
す

②
保
育
所
の
増
設
と
保
育
士
処
遇
改
善
で
待
機
児
ゼ
ロ
へ

③
学
校
給
食
の
無
料
化
を
広
げ
る

④
少
人
数
学
級
の
拡
充

⑤
県
独
自
の
給
付
制
奨
学
金
拡
充

⑥
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
充
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
を
進
め
る

2018 年 6・3オール埼玉総行動牧場にて（東松山市） 田植え体験（さいたま市）
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住みたい・働きたい埼玉
3

福
祉
充
実
、
安
心
安
全
の
埼
玉
県
づ
く
り

⑦
農
林
業
を
振
興
し
、
新
規
就
農
者
育
成
、
県
職
員
体
制
強
化
、
地
場
産

業
の
振
興

⑧
商
店
街
の
振
興
、
大
規
模
商
業
施
設
の
出
店
規
制

⑨
埼
玉
県
公
契
約
条
例
制
定

⑩
河
川
改
修
、
調
整
池
、
調
整
池
な
ど
生
活
密
着
、
防
災
、
減
災
優
先
の

公
共
事
業
を
進
め
る
。
小
中
学
校
体
育
館
に
エ
ア
コ
ン
を

⑪
危
険
な
オ
ス
プ
レ
イ
の
米
軍
横
田
基
地
配
備
撤
回
を
求
め
る
。
航
空
自

衛
隊
入
間
基
地
強
化
に
反
対
。
米
軍
所
沢
基
地
、
大
和
田
通
信
基
地
の

全
面
返
還

⑫
市
町
村
と
協
力
し
て
国
民
健
康
保
険
税
の
引
き
下
げ

⑬
県
立
大
学
に
医
学
部
を
設
置
し
、
医
師
確
保
対
策
を
進
め
る

⑭
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
を
増
設
し
、
待
機
者
を
な
く
す

⑮
女
性
や
Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
な
ど
に
対
す
る
差
別
と
偏
見
を
な
く
し
権
利
を
守
る

ソーラーシェアリング施設 夜間飛行するオスプレイ ホンダ技研狭山工場
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